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ソフトバンク
J-REIT
（61社）

時価総額 7.2兆円 13.1兆円

個人株主数(延べ人数） 約90万人 約80万人

インフラ分野の売上比率  (注1)
91%

(通信ｻｰﾋﾞｽ)
100%

(不動産)

配当性向（配当金/当期純利益） (注2) 85.5% 99.5%

配当利回り  (注3) 5.0% 4.1%

(注1）SB：コンシューマ事業（携帯端末販売を含む）と法人事業の合計

(注2）SB：19年3月期決算見通し(年換算）。Ｊ-REIT：2018年上期実績

(注3）SBは新規公開時点(1500円/株）。Ｊ-REITは18年12月18日時点

(資料）各種開示資料、新聞報道をもとに作成

 

昨年 12 月の大手通信会社「ソフトバンク（以下、SB）」の新規株式公開は、その知名度の高さや規

模の大きさから金融市場の注目を大いに集めました。 

売り出し金額は 1987 年の NTT 株を抜いて過去最大となる約 2.6 兆円、上場時の株式時価総額は三

菱 UFJ フィナンシャル・グループに次いで６番目となる約 7.2 兆円で、「配当利回り 5.0％」のうた

い文句が個人投資家からの需要を集めて、延べ約 90 万人の SB 株主が新たに誕生しています。 

 

ところで、SB の事業内容や証券投資としての特性を J-REIT(不動産投資信託)と比較した場合、い

くつかの共通点を見いだすことができます（図表１）。例えば、SB の通信サービス事業（インフラ分

野）の売上比率は「91％」、配当性向(配当金/当期純利益)は「85.5％(85%程度を目安)」、配当利回り

は「5.0％」で、両者はよく似た特徴を持っているといえます。 

 

図表１：ソフトバンクと J-REIT（市場全体）の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2019-02-28 

研究員 

の眼 

昨年上場したソフトバンク株。 

J-REIT との共通点、相違点 
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(資料）東京証券取引所などのデータをもとに作成
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(1)－(2)利回りスプレッド

SB株の配当利回り(1)

Jリート市場の分配金利回り(2)

つまり、事業内容では、「高い公共性を有する国内のインフラ施設（通信設備、不動産）に投資し、

契約者が支払う料金（通信料金、賃貸料）を収益基盤としている」、商品特性では、「配当性向が高水

準で、高い配当利回りを実現している」という共通点があり、ともに「安定高利回り株」のカテゴリ

ーに属することになります。 

 

なお、SB の株価は、(1)政府による通信料金の値下げ要請、(2)新規参入による競争激化、(3)次世代

通信規格(5G)への投資負担増への懸念などから下落し、配当利回りは当初の 5.0％から 5.4％へ上昇し

ています。しかし、これらの懸念が払拭されて安定配当の確度が高まれば、今後はお互いの利回り水

準を意識した値動きとなる可能性もありそうです（図表２）。 

 

図表２：SB株と J-REIT(市場全体)の配当利回り推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

もっとも、10 年後、20 年後の将来像は両者で随分と違うのではないでしょうか。J-REIT の商

品特性は恐らく 10 年後も変わらないと思います。これに対して、SB は現在、ビッグデータや AI、

IoT を活用した非通信事業（新規事業）1の拡大に注力しています。また、通信サービス分野にお

ける技術革新のスピードは速く事業環境はめまぐるしく変化しています。SB の今が 10 年前と異

なるように、10 年後の SB の姿は今と大きく異なっていると思われます。 

 

今回の SB 上場で株式投資を始められた方も多いかと思いますが、これを契機に、同じく安定し

て高い配当利回りが期待できる J-REIT への投資を検討してはいかがでしょうか。 

 

                                                
1 シェアオフィス「WeWork Japan」、モバイル決済サービス「PayPay」、タクシー配車サービス「DiDiモビリティジャパン」、

トヨタ自動車との共同出資会社「MONET Technologies」 

 

（お願い）本誌記載のデータは各種の情報源から入手・加工したものであり、その正確性と安全性を保証するものではありません。また、本誌は情報提供が目的で

あり、記載の意見や予測は、いかなる契約の締結や解約を勧誘するものではありません。 


